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 問 題  

第１問 

財市場における総需要Aが以下のように定式化されている。 

  A＝C＋I＋G 

   【C：消費、I：投資、G：政府支出】 

ここで、消費Cを以下のように定式化する。 

  C＝C０＋CY 

   【Y：所得、C０：独立消費、c：限界消費性向（０＜c＜１）】 

このとき、総需要はA＝C０＋cY＋I＋Gと書き改めることができ、総需要線として下図の実

線AAのように描くことができる。 

下図の45度線（Y＝A）は、財市場で需要と供給が一致する均衡条件を示しており、実線AA

との交点Eによって均衡所得が与えられる。なお、簡便化のために、限界消費性向cは0.75で

あると仮定する。 

このような状況をもとに、下記の設問に答えよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設問１） 

政府支出乗数と租税乗数の値として、最も適切なものはどれか。 

 

ア 政府支出乗数と租税乗数はともに４である。 

イ 政府支出乗数と租税乗数はともに５である。 

ウ 政府支出乗数は５、租税乗数は４である。 

エ 政府支出乗数は４、租税乗数は３である。 

E 

総需要 A 

Y＝A 

BB 

AA F 

所得 Y 
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（設問２） 

いま、他の条件を一定として、I＋Gの値が外生的に５増加し、図中の実線AAが破線BBへ

シフトし、点Fで均衡するものとする。このとき、均衡所得の変化量として、最も適切なもの

はどれか。 

 

ア ４   イ 15   ウ 20   エ 30 

 

 

第２問 

 有効需要の原理に基づき、総需要と総供給との関係から均衡ＧＤＰの決定について考えて

みよう。まず、総需要ＡＤが消費支出Ｃと投資支出Ｉから構成されるモデルを想定し、消費

支出と投資支出がそれぞれ、以下のように与えられている。 

Ｃ＝Ｃo＋cＹ 

Ｉ＝Ｉo 

 

Ｃo：独立消費、ｃ：限界消費性向、Ｙ：国内所得あるいはＧＤＰ、Ｉo：独立投資 

 

 いま、下図のように、縦軸に総需要、横軸に国内所得（ＧＤＰ）を表すとすれば、所得水

準とそれに対応して計画された総需要との関係はＡＤとして描かれる。 

 

ＡＤ線の説明として最も不適切なものはどれ

か。 

 

ア ＡＤ線の縦軸の切片は、（Ｃ o＋Ｉo）に等

しい。 

イ ＡＤ線の傾きは限界消費性向に等しい。 

ウ 限界貯蓄性向が小さいほど、ＡＤ線の勾

配はより穏やかになる。 

エ 独立消費が減少すれば、ＡＤ線は下方に

シフトする。 

オ 独立投資が増加すれば、ＡＤ線は上方に

シフトする。 

 

 

 

  

ＡＤ 

総 

需 

要 

45° 

０ Ｙ* Ｙ1 

国内所得（ＧＤＰ） 



 －3－ 

第３問 

ＧＤＰデフレーターに関し、最も適切なものはどれか。 

 

ア 比較年にウエイトを置き、名目ＧＤＰを実質ＧＤＰで割ることにより計算する。 

イ 基準年にウエイトを置き、名目ＧＤＰを実質ＧＤＰで割ることにより計算する。 

ウ 比較年にウエイトを置き、実質ＧＤＰを名目ＧＤＰで割ることにより計算する。 

エ 基準年にウエイトを置き、実質ＧＤＰを名目ＧＤＰで割ることにより計算する。 

 

 

第４問 

財政・金融政策の効果を理解するためには、IS－LM分析が便利である。IS曲線とLM曲線

が下図のように描かれている。下記の設問に答えよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設問１） 

IS曲線とLM曲線の傾きに関する説明として、最も適切なものはどれか。 

 

ア IS曲線は、投資の利子弾力性が大きいほど、より急に描かれる。 

イ LM曲線は、貨幣の利子弾力性が大きいほど、より急に描かれる。 

ウ 利子率が高くなるほど貨幣需要が拡大すると考えており、したがってLM曲線は右上が

りとなる。 

エ 利子率が高くなるほど投資需要が減退すると考えており、したがってIS曲線は右下がり

となる。 

 

  

IS 

IS´ 

利子率 

ＧＤＰ 

LM 
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（設問２） 

IS曲線をISからIS´へとシフトさせる要因として、最も適切なものはどれか。 

 

ア 政府支出の拡大と増税を同規模で行う 

イ 量的緩和策によるマネタリーベースの増加 

ウ 財政健全化のための緊縮財政政策 

エ 景気拡大により限界貯蓄性向の低下 

 

 

第５問 

 下図のようにIS曲線がISからIS′へシフトする状況に関する説明として、最も不適切な

ものを選べ。ただし、YはＧＤＰ、rは利子率である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 政府支出拡大の結果、利子率の上昇によって投資が減少するため、ＧＤＰはY2となる。 

イ E2では、貨幣市場において、貨幣の超過需要が発生している。 

ウ 「r1－r0」で表される利子率の上昇は、政府支出拡大による、貨幣の取引需要増加の結果

生じた。 

エ 「Y2－Y1」はクラウディング・アウトの発現により、政府支出の拡大効果が減殺された 

分に相当する。 
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第６問 

「流動性のわな」に関する記述として、最も適切なものはどれか。 

 

ア 政府支出の増加が生じても、国民所得は増加しない。 

イ 「流動性のわな」に陥っている場合、利子率が将来上昇する期待は持てない。 

ウ 「流動性のわな」のもとでは、貨幣需要の利子弾力性が無限大となり、貨幣の流動性選

好表が垂直になる。 

エ 「流動性のわな」のもとでは、ＧＤＰの水準は貨幣市場から独立であり、生産物市場か

ら決定される。 

 

 

第７問 

 総需要曲線（AD）と総供給曲線（AS）が下図のように描かれている。ただし、Pは物価、

Yは実質ＧＤＰ、Yfは完全雇用ＧＤＰであり、Eが現在の均衡点である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総需要曲線の右シフト要因として、最も適切なものの組み合わせを下記の解答群から選

べ。 

 

ａ 物価の下落による実質マネーストックの増加 

ｂ 公共投資の増加 

ｃ 所得増税の実施 

ｄ 民間銀行による融資拡大 

 

〔解答群〕 

ア ａとｂ   イ ａとｃ   ウ ｂとｄ   エ ｃとｄ 

  

P 

AD 

E 

Y0 Yf 
Y 
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 －6－ 

第８問 

 ライフサイクルモデルの消費と貯蓄に関する記述として、最も適切なものはどれか。なお、

生涯所得を一定とし、選択肢中にある貯蓄率とは所得に対する貯蓄の割合をさす。 

 

ア 定年退職を迎えた高齢者の、人口全体に占める割合が小さくなれば、貯蓄率が低くなる。 

イ ライフサイクル仮説では、定期昇給によって所得が増加しても、消費は増加しない。 

ウ ライフサイクルにおける各期の消費は、個人の生涯所得にあわせて変化する。 

エ 労働しない若年者の、人口全体に占める割合が大きくなれば、貯蓄率が高くなる。 

 

 

第９問 

景気循環の周期の長さを、短いものから長いものへと順に並べた場合、最も適切なものは

どれか。 

 

ア キチンの波→ジュグラーの波→コンドラチェフの波 

イ コンドラチェフの波→ジュグラーの波→クズネッツの波 

ウ ジュグラーの波→キチンの波→コンドラチェフの波 

エ ジュグラーの波→コンドラチェフの波→クズネッツの波 

オ クズネッツの波→ジュグラーの波→コンドラチェフの波 
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第１０問 

 下表は、Ａ国とＢ国が、農業製品または工業製品を１単位生産するのに必要な生産要素量

を示している。ここで、簡単化のために、Ａ国とＢ国の２国のみを想定し、それぞれの国は、

農業製品ならびに工業製品のみを生産すると考える。さらに、生産要素として労働力のみを

考え、両国間で労働力の移動はないものとする。 

 

 農業製品 工業製品 

Ａ国 10 ６ 

Ｂ国 ３ ５ 

 

Ａ国とＢ国に関する記述の中で、最も適切な組み合わせを下記の解答群から選べ。 

 

ａ Ａ国は、ふたつの財の生産に関して、絶対優位を持つ。 

ｂ Ｂ国は、ふたつの財の生産に関して、絶対優位を持つ。 

ｃ Ａ国は工業製品の生産に、Ｂ国は農業製品の生産に特化して、相手国に輸出することが

妥当といえる。 

ｄ Ａ国は農業製品の生産に、Ｂ国は工業製品の生産に特化して、相手国に輸出することが

妥当といえる。 

 

〔解答群〕 

ア ａとｃ   イ ａとｄ   ウ ｂとｃ   エ ｂとｄ 
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第１１問 

下図は、開放経済下におけるマクロ経済モデルを描いたものである。 

いま、小国モデル、完全資本移動、変動為替レート制、物価の硬直性、為替レートの静学

的な予想を仮定する。下図では、これらの前提に基づき、生産物市場の均衡を示すIS曲線、

貨幣市場の均衡を示すLM曲線、自国利子率(r)と外国利子率(r＊)の均等化を示すBP曲線が

表されている。 

政府支出の増加に伴う効果の説明として最も適切なものを下記の解答群から選べ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔解答群〕 

ア 政府支出の増加は、IS曲線を右方にシフトさせ、自国、外国ともに所得の拡大を生じさ

せる。 

イ 政府支出の増加は、IS曲線を右方にシフトさせ、金利差に伴う大規模な資本の流入を引

き起こし円高を招く。 

ウ 政府支出の増加は、クラウディング・アウトを通じて民間投資支出の減少を引き起こす。 

エ 政府支出の増加は、それを完全に相殺する経常収支の悪化を引き起こし、外国の国民所

得を減少させる。 

IS LM 

BP 

r 

r＝r* 

利
子
率 

Y 
Y0 ＧＤＰ 
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第１２問 

Dは需要量、Pは価格を表し、ある財の需要曲線がD＝－２P＋200で与えられている。需要

Dが160で価格Pが20のとき、当該財の需要の価格弾力性（絶対値）として最も適切なものは

どれか。 

 

ア 0.25   イ 0.5   ウ １   エ ２ 

 

 

第１３問 

消費者の効用関数がU＝√𝑦であるものとする。ただし、yは所得である。いま、60％の確率

で100万円となり、40％の確率で所得が１万円となる不確実な状況の期待効用として、最も適

切なものはどれか。 

 

ア 640 

イ 6,400 

ウ 64,000 

エ 640,000 
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第１４問 

企業Ａと企業Ｂからなる寡占市場において、それぞれの企業が採りうる４つの戦略と、そ

れによって生じる利得について、下記のようなペイオフ表が示されている。表内の数字は企

業Ａの利得であり、企業Ｂの利得はその数字にマイナス符号をつけたものである。両企業は

協調戦略を取ることはなく、相手の戦略を予想した上で自社の利得を最大化する戦略を選ぶ

ものとする。このペイオフ表に関する記述として、最も適切なものはどれか。 

 

 企業Ｂ 

Ｂ１ Ｂ２ Ｂ３ Ｂ４ 

企業Ａ 

Ａ１ ２ ４ １ ３ 

Ａ２ ３ １ ２ ７ 

Ａ３ ４ ６ ５ ８ 

Ａ４ １ ２ ３ ４ 

 

ア ナッシュ均衡となる戦略の組み合わせは、Ａ３、Ｂ４となる。 

イ ナッシュ均衡は存在しない。 

ウ 企業Ａは、支配戦略を有する。 

エ 企業Ｂは、支配戦略を有する。 
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第１５問 

下図は、財Ｘと財Ｙを消費する合理的個人が予算制約線Ａに直面し、予算制約線Ａと無差

別曲線Ｕ1との接点Ｌで効用を最大化する状態を描いている。他の条件を一定として、財Ｘの

価格の低下によって予算制約線がＢへと変化すると、この合理的個人は、予算制約線Ｂと無

差別曲線Ｕ2との接点Ｎを選択することで効用を最大化することができる。なお、破線で描か

れた補助線は、予算制約線Ｂと同じ傾きを有し、点Ｍで無差別曲線Ｕ1と接している。この図

に関する説明として最も適切なものを下記の解答群から選べ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔解答群〕 

 ア 財Ｘの価格の低下によって効用を最大化する消費の組み合わせは点Ｌから点Ｎへ変化し

た。この変化のうち「代替効果」は点Ｌから点Ｍへの変化によって示されている。 

 イ 財Ｘの価格の低下によって効用を最大化する消費の組み合わせは点Ｌから点Ｎへ変化し

た。この変化のうち「代替効果」は点Ｍから点Ｎへの変化によって示されている。 

 ウ 財Ｘの価格の低下による「所得効果」のみを考えると、財Ｙの消費量が減少することが

示されている。 

エ この図における財Ｘは、代替効果で減少しているため、上級財である。 

財Ｙの消費量 

予算制約線Ａ 

Ｌ 

Ｍ 

Ｎ 

Ｕ2 

予算制約線Ｂ 
Ｕ1 

財Ｘの消費量 
Ｆ Ｅ Ｄ 
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第１６問 

「ギッフェン財」の特徴をあらわした記述として、最も適切なものはどれか。 

 

ア ギッフェン財は、下級財であり、代替効果に伴う消費の増加分が所得効果に伴う消費の

減少分を上回るものである。 

イ ギッフェン財は、下級財であり、代替効果に伴う消費の増加分が所得効果に伴う消費の

減少分と等しくなるものである。 

ウ ギッフェン財は、下級財であり、代替効果に伴う消費の増加分が所得効果に伴う消費の

減少分を下回るものである。 

エ ギッフェン財は、上級財であり、代替効果と所得効果がともにプラスに働くものである。 

オ ギッフェン財は、上級財であり、代替効果に伴う消費の増加分が所得効果に伴う消費の

減少分を上回るものである。 
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第１７問 

 完全競争市場の下で、ある任意の財を生産・販売する企業を考える。当該企業の総収入曲

線と総費用曲線が下図のように描き出されるとする。ただし、総費用曲線は、固定費用が存

在するためにD点を切片として生産量に応じて変化し、総収入曲線とA点およびC点で交差し

ている。また、総収入曲線と同じ傾きを持つ補助線（破線）も描かれており、補助線はB点で

総費用曲線と接している。 

 この図の説明として最も適切なものを下記の解答群から選べ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔解答群〕 

ア C点では、限界収入＝限界費用という条件が満たされているため、利潤がゼロとなる。 

イ Q2より生産量が増えると、当該企業の利潤はマイナスとなり、価格は上昇する。 

ウ 合理的な当該企業が利潤最大化するように選択した生産量から得られる利潤の大きさ

は、A点、B点、C点の点を結んで形成されるレンズ型の面積の大きさによって示される。 

エ 生産量がゼロの時、当該企業の利潤はゼロである。 

オ 横軸上のQ1からB点までの高さは、合理的な当該企業が利潤最大化するよう選択した生

産量から得られる総費用の大きさを意味している。 

生産量 
Q1 Q2 

補助線 

総収入曲線 
総費用曲線 

総費用 
総収入 

0 

D 
A 

B 

C 
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第１８問 

 下図は、１つの生産要素のみを用いて、１つの最終生産財を生産する場合を想定したもの

である。この図の説明として、最も適切なものの組み合わせを下記の解答群から選べ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ 生産関数１の限界生産物は逓増している。 

ｂ 生産関数２の限界生産物は逓減している。 

ｃ 生産関数２は、規模に関する収穫逓減を示している。 

ｄ 生産関数１を有する企業が生産に要する費用は、その他の条件が同じで、同じ量を生産

するとき、生産関数２を有する企業のそれよりも大きい。 

 

〔解答群〕 

ア ａとｄ   イ ｂとｃ   ウ ｂとｄ   エ ｃとｄ 

 

最終生産財の生産量 

生産関数１ 

生産関数２ 

生産要素の投入量 
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第１９問 

 下図には、固定費用Fと可変費用で構成される総費用曲線が描かれている。また、原点か

ら始まり総費用曲線と点Kで接する補助線Aと、固定費用Fから始まり総費用曲線と点Mで

接する補助線Ｂが描かれている。この図に関する説明として、最も適切なものを下記の解

答群から選べ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔解答群〕 

ア 補助線Ａの傾きは、限界費用と一致している。 

イ 平均可変費用と限界費用が一致する点は操業停止点といわれ、図中で点Kがこれに該当

する。 

ウ 平均費用と限界費用が一致する点は損益分岐点といわれ、図中で点Mがこれに該当する。 

エ 補助線Ｂの傾きは、平均費用と一致している。 

費用 

生産量 Q1 Q2 

F 
補助線 B 

補助線 A 

総費用曲線 

M 

K 
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第２０問 

 ある企業の平均費用曲線ＡＣと平均可変費用曲線ＡＶＣおよび限界費用曲線ＭＣが次の

ように与えられているとする。 

完全競争市場における短期の費用曲線に関する記述として、最も適切なものはどれか。 

 

ア 平均固定費用は、生産量の増加に伴い増加する。 

イ 平均費用は、生産量が増えるほど低下していく。 

ウ 平均可変費用は、生産量の増加に伴い減少するが、ある点を境に上昇する。 

エ 限界費用と平均費用の交わる点は、操業停止点である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費用 

生産量 

MC 

AVC 

AC 
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第２１問 

独占の程度に関する指標としてハーフィンダール・ハーシュマン指数（ＨＨＩ）がある。

各企業の市場占有率を小数点以下の数値（例えば、0.2）で表すと、ＨＨＩのとりうる範囲は

０から１の間の数値となる。このＨＨＩに関する記述として最も適切なものの組み合わせを

下記の解答群から選べ。 

 

ａ ＨＨＩは、各企業のマーケットシェアを二乗したものの総和として算出される。 

ｂ 完全競争に近づくほど、ＨＨＩの値は１に近づく。 

ｃ 独占状態に近ければ近いほど、ＨＨＩの値は１に近づく。 

ｄ 企業数が一定の場合には、マーケットシェアの企業間格差が小さくなると、ＨＨＩは小

さくなる。 

 

〔解答群〕 

ア ａとｃ   イ ａとｄ   ウ ｂとｃ   エ ｂとｄ 
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第２２問 

 下図には、需要曲線と供給曲線が描かれており、市場で決まる「課税前の価格」はD点に

よって与えられる。ここで、当該財へ政府が税を課すと、「課税後の買い手の支払い価格」は

A点で与えられ、「課税後の売り手の受取価格」はC点で与えられることになるとする。 

 この図の説明として、最も適切なものを下記の解答群から選べ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔解答群〕 

ア この財市場の供給曲線は需要曲線に比べて価格弾力性が低い。 

イ 課税によって生じる負担は供給者（売り手）の方が重い。 

ウ 線分ABの長さは、需要者の課税額の負担分を示している。 

エ 三角形ABDは、課税によって失う生産者余剰である。 

価格 

課税後の 

買い手の支払い価格 

課税後の 

売り手の受取価格 

課税前の価格 

C 

B 
D 

A 

供給曲線 

需要曲線 

数量 
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第２３問 

 ある財の市場の需要曲線Ｄと供給曲線Ｓが図のように与えられている。今、価格がさしあ

たりｐの水準にあるとしたとき、この状況についての記述として最も適切なものはどれか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア ワルラス的調整過程を通じて均衡点へ近づく。 

イ マーシャル的調整過程が働いても、均衡点に近づくことはない。 

ウ 超過需要が発生しており、価格が下落する。 

エ 超過需要が発生しており、価格が上昇する。 
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